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第 12 次江別市交通安全計画（素案）新旧対照表

第 11 次江別市交通安全計画 第 12 次江別市交通安全計画（素案）

第１部 総論

第１章 交通安全計画について

１ 計画の位置付け・期間等

車社会化の急速な進展に対して、交通安全施設が不足

していたことに加え、

車両の安全性を確保する

ための技術が未発達であったことなどから、昭和 20 年代

後半から昭和 40 年代半ば頃まで、道路交通事故の死傷者

数が著しく増加しました。

このため、交通安全の確保は大きな社会問題となり、

交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、昭

和 45 年６月、交通安全対策基本法（昭和 45 年法律第 110

号）が制定されました。

これに基づき、昭和 46 年度以降、10 次にわたる江別市

交通安全計画を作成し、国、北海道、市、関係民間団体等

が一体となって交通安全対策を強力に実施してきまし

た。

その結果、昭和 46 年に全道で 889 人が道路交通事故に

より死亡し「交通戦争」と呼ばれた時期と比較すると、

令和 2 年の死者数は 144 人と６分の１以下まで減少し、

江別市においても、平成７年に 13 人の道路交通事故死者

を出したものの、近年の年間死者数は一桁に止まってい

ます。これは、国、北海道、市、関係民間団体のみならず

市民を挙げた長年にわたる努力の成果であると考えられ

ます。しかしながら、未だに道路交通事故による市内の

死傷者は 200 人を超え、交通事故の発生は続いており、

事故そのものを減少させることが求められています。

交通事故の防止は、国、北海道、市、関係民間団体だけ

でなく、市民一人ひとりが全力を挙げて取り組まなけれ

ばならない緊急かつ重要な課題であり、人命尊重の理念

の下に、交通事故のない社会を目指して、交通安全対策

全般にわたる総合的かつ長期的な施策の大綱を定め、こ

れに基づいて諸施策を推進していかなければなりませ

ん。

この江別市交通安全計画は、このような観点から、交

通安全対策基本法第 26 条第１項の規定に基づき、令和 3

年度から令和 7 年度まで の５年間に講ずべき交通安全

に関する施策の大綱を定めたものです。

第１部 総論

第１章 交通安全計画について

１ 計画の位置付け・期間等

車社会化の急速な進展に対して、交通安全施設が不足

していたことに加え、交通ルールの遵守や交通安全意識

の定着が不十分であったこと、車両の安全性を確保する

ための技術が未発達であったことなどから、昭和 20 年代

後半から昭和 40 年代半ば頃まで、道路交通事故の死傷者

数が著しく増加しました。

このため、交通安全の確保は大きな社会問題となり、

交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、昭

和 45 年６月、交通安全対策基本法（昭和 45 年法律第 110

号）が制定されました。

これに基づき、昭和 46 年度以降、11 次にわたる江別市

交通安全計画を作成し、国、北海道、市、関係民間団体等

が一体となって交通安全対策を強力に実施してきまし

た。

その結果、昭和 46 年に全道で 889 人が道路交通事故に

より死亡し「交通戦争」と呼ばれた時期と比較すると、

令和７年の死者数は 129 人と約７分の１まで減少し、

江別市においても、平成７年に 13 人の道路交通事故死者

を出したものの、近年の年間死者数は一桁に止まってい

ます。これは、国、北海道、市、関係民間団体のみならず

市民を挙げた長年にわたる努力の成果であると考えられ

ます。しかしながら、未だに道路交通事故による市内の

死傷者は 200 人に迫っており、

事故そのものを減少させることが求められています。

交通事故の防止は、国、北海道、市、関係民間団体だけ

でなく、市民一人ひとりが全力を挙げて取り組まなけれ

ばならない緊急かつ重要な課題であり、人命尊重の理念

の下に、交通事故のない社会を目指して、交通安全対策

全般にわたる総合的かつ長期的な施策の大綱を定め、こ

れに基づいて諸施策を推進していかなければなりませ

ん。

この江別市交通安全計画は、このような観点から、交

通安全対策基本法第 26 条第１項の規定に基づき、令和８

年度から令和 12 年度までの５年間に講ずべき交通安全

に関する施策の大綱を定めたものです。

資料５
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２ 計画の基本理念

【交通事故のないまちを目指して】

交通事故により毎年多くの方が被害に遭われているこ

とを考えると、交通安全の確保 は、安全で安心

な社会の実現を図っていくために重要 です。

人命尊重の理念に基づき、また、交通事故がもたらす

大きな社会的・経済的損失をも勘案して、交通事故のな

いまちを目指すべきです。言うまでもなく、交通事故の

ないまちは一朝一夕に実現できるものではありません

が、交通事故被害者の存在に思いを致し、交通事故を起

こさないという誓いの下、悲惨な交通事故の根絶に向け

て、市民と市及び関係行政機関の協働により行われなけ

ればなりません。

【人優先の交通安全思想】

人命尊重を具体化するために、道路においては自動車

と比較して弱い立場にある歩行者等の、すべての交通に

ついて、高齢者、子ども､障がい者等の交通弱者の安全を

第一に考える 人優先の交通安全思想を基本として、交

通安全対策を行います。

【高齢化が進展しても安全に移動できる社会の構築】

道路交通については、高齢 歩行者の交通事故ととも

に、高齢 運転者による 事故は、喫緊の課題であり

ます。また、事業用自動車においても、運転者の高齢化

の進展に伴い生じる

課題に向き合う必要があります。地域で高齢者が

自動車に頼らずに自立的に日常生活を営むことができる

ようにすることが課題となります。

全ての交通の分野で、高齢化の進展に伴い生じうる、

様々な交通安全の課題に向き合い、解決していくことが

不可欠となります。

高齢化が進展していく中で、高齢になっても安全に移

動することができ、安心して移動を楽しみ豊かな人生を

送ることができる社会、さらに、年齢や障がいの有無等

に関わりなく安全に安心して暮らせる「共生社会」を､交

通関係者の連携によって、構築することを目指します。

２ 計画の基本理念

【交通事故のないまちを目指して】

交通事故により毎年多くの方が被害に遭われているこ

とを考えると、交通安全を確保することは、安全で安心

な社会の実現を図っていくための重要な要素です。

交通事故被害者の存在に思いを致し、交通事故を起

こさないという誓いの下、悲惨な交通事故の根絶に向け

て、市民と市及び関係行政機関の協働により、交通事故

のないまちの実現を目指します。

【人優先の交通安全思想】

人命尊重を具体化するために、道路においては自動車

と比較して弱い立場にある歩行者等の安全、また、

高齢者、子ども、障がい者等の交通弱者の安全を

第一に考える、人優先の交通安全思想を基本として、交

通安全対策を行います。

【高齢化が進展しても安全に移動できる社会の構築】

高齢の歩行者及び

高齢の運転者による交通事故は、喫緊の課題で

す。また、事業用自動車においても、運転者の高齢化

に伴い、運転者の担い手減少や、移動手段の減少

などの課題に向き合う必要があります。

高齢化の進展に伴い生じ得る、

様々な交通安全の課題に向き合い、解決していくことが

不可欠となります。

高齢化が進展していく中で、高齢になっても安全に移

動することができ、安心して移動を楽しみ豊かな人生を

送ることができる社会、さらに、年齢や障がいの有無等

に関わりなく安全で安心して住み続けられるまちを、交

通関係者の連携によって、構築することを目指します。
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【救助・救急活動及び被害者支援の充実】

交通事故が発生した場合に負傷者の救命を行い、また、

被害を最小限に抑えるため、迅速な救助・救急活動の充

実、負傷者の治療の充実等を図ることが重要となります。

また、犯罪被害者等基本法(平成 16 年法律第 161 号)及

び江別市犯罪及び交通事故のない安全で安心なまちづく

り条例（平成 23 年３月 30 日江別市条例第６号）に基づ

き、交通安全の分野においても一層の被害者支援の充実

を図ります。

【参加・協働型の交通安全活動の推進】

交通事故そのものの減少のためには、市民をはじめ、

市や､国・北海道・警察などの関係行政機関ばかりではな

く､学校、職場、各種団体そして家庭が分担しながらその

連携を強化し、交通安全に関する各種活動を協働して進

めることが重要であると考えます。

また、地域の安全性を総合的に高めていくためには、

交通安全対策を防犯対策等と併せて一体的に推進するよ

う配慮することが、効果的であると考えます。

３ 計画推進における留意事項

（１）交通実態等を踏まえたきめ細かな対策の推進

安全運転義務違反に起因する死亡事故は依然として多

く、これまでの対策では抑止が困難であるため、発生場

所や形態などの交通実態等を分析し、きめ細かな対策を

効果的かつ効率的に実施していくことにより、交通事故

の減少を図っていきます。

（２）地域ぐるみの交通安全対策の推進

交通事故の発生場所や発生形態など事故特性に応じた

対策を実施していくため、インターネット等を通じた交

通事故情報の提供に努めるなど、これまで以上に市民に

交通安全対策に対する関心を持ってもらい、地域におけ

る安全安心な交通社会の形成に、自らの問題として積極

的に参加してもらうなど、市民主体の交通安全に対する

意識を醸成していきます。

【救助・救急活動及び被害者支援の充実】

交通事故が発生した場合に負傷者の救命を行い、

被害を最小限に抑えるため、迅速な救助・救急活動の充

実、負傷者の治療の充実等を図ることが重要で す。

また、犯罪被害者等基本法(平成 16 年法律第 161 号)及

び江別市犯罪被害者等支援条例（令和７年条例第 28 号）

に基づ

き、交通安全の分野においても一層の被害者支援の充実

を図ります。

【参加・協働型の交通安全活動の推進】

交通事故防止 のためには、市民をはじめ、

市や、国・北海道・警察などの関係行政機関ばかりではな

く、学校、職場、各種団体そして家庭が分担しながらその

連携を強化し、交通安全に関する各種活動を協働して進

めることが重要で す。

３ 計画推進における留意事項

（１）交通実態等を踏まえたきめ細かな対策の推進

安全運転義務違反に起因する死亡事故は依然として多

いことから、 発生場

所や形態などの交通実態等を分析し、きめ細かな対策を

効果的かつ効率的に実施していくことにより、交通事故

の減少を図り ます。

（２）地域ぐるみの交通安全対策の推進

交通事故の発生場所や発生形態など事故特性に応じた

対策を実施していくため、インターネット等を通じた交

通事故情報の提供に努めるなど、これまで以上に市民に

交通安全対策に対する関心を持ってもらい、地域におけ

る安全安心な交通社会の形成に、自らの問題として積極

的に参加してもらうなど、市民主体の交通安全に対する

意識を醸成していきます。

防犯に関する記載のため、削除
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４ これからの５年間（計画期間）において特に注視

すべき事項

（１） 高まる安全への要請と交通安全

感染症を始め、自然災害の影響、治安等、様々な安

全への要請が高まる中にあっても、確実に交通安全を図

り、そのために、道警察、安全に関わる国の関係行政機

関はもとより、多様な専門分野間で、一層柔軟に必要な

連携をしていくことが重要です。

（２） 新型コロナウイルス感染症の影響の注視

新型コロナウイルス感染症の直接・間接の影響は、

あらゆる交通に及び、様々な課題や制約が生じているほ

か、市民のライフスタイルや交通行動への影響も認めら

れます。これに伴う、交通事故発生状況や事故防止対策

への影響を、本計画の期間を通じて注視するとともに、

必要な対策に臨機に着手します。

４ これからの５年間（計画期間）において特に注視

すべき事項

（１） 人手不足への対応

交通に関わる多岐にわたる分野・職種において、人手

不足の影響がみられ、自動化・省力化、外国人材の活用

等の進展もみられる中で、安全が損なわれることのない

よう、人材の質を確保し、安全教育を徹底するなどの取

組が必要です。

（２） 増加する外国人運転者等への対応

市内に居住する外国人数が年々増加する中、今後、日

本の交通ルールを十分に理解していない外国人の移動に

伴う交通事故のリスクが高まらないよう対策を講じるこ

とが重要です。また、自動車運送業分野等が特定技能制

度の対象となるなど、今後、外国人運転者の更なる増加

が予想されるほか、外国人の歩行者や自転車等利用者も

増加が見込まれます。このため、市や、関係団体、地域社

会や外国人労働者を雇用する企業、観光事業者等の関係

者それぞれが交通安全教育の必要性を認識し、様々な場

面で交通安全教育や日本の交通ルール・マナーの周知、

理解促進を図り、交通事故のリスクを低減させるため、

一体となって取り組む必要があります。

（３） 先進技術導入への対応

交通事故の未然防止のため、衝突被害軽減ブレーキを

始めとした先進安全技術が普及・進展しているほか、交

通機関の運転はもとより、保守点検等多様な場面におけ

る自動化への取組が進められています。先進技術の導入

に当たっては、ヒューマンエラーの防止を図り、また、

人手不足の解決にも寄与することが期待されますが、安

全性の確保を前提として、社会的受容性の醸成を進める

とともに、性能を過信・誤解することなく、正しく理解

し、利用するよう広報啓発等を進めることが重要です。

このほか、新たなモビリティについても、安全性の観点

からの議論を深めるとともに、安全な利用を徹底するた

めのルールの周知等の取組が必要です。
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第１部 総論

第２章 交通事故の現状等

１ 道路交通事故の現状

市内の年間交通事故死者数は、第 10 次江別市交通安全

計画の計画期間（平成 28 年度～令和２年度）において

は、１人から４人の間で推移しました。

北海道内における過去５年の年間交通事故死者数は、

平成 30 年には 141 人となり、

第 10 次 交通安全計画の最終年である

令和 2 年中の死者数は 144 人となり、計画の目標である

150 人以下とする目標を達成しました。

また、市内の年間交通事故負傷者数及び人身交通事故

発生数は、第 10 次江別市交通安全計画期間において、令

和 2 年には、負傷者数は 234 人、発生数 205 件となりま

した。

北海道内における過去５年の年間交通事故負傷者数及

び人身交通事故発生数は、平成 28 年の負傷者数 13,489

人、発生数 11,329 件に対し、令和 2 年は 9,043 人、7,898

件となり、毎年、減少が続いています。

全国をみても、過去５年間の交通事故負傷者数及び人身

交通事故発生数は、毎年、減少が続いています。

２ 踏切事故の状況等

踏切事故（鉄道の運転事故のうち、踏切障害及びこれ

に起因する列車事故をいう。）は、 長期的には減

少傾向にあります。道内における令和 2 年の発生件数は

4 件、死傷者数は 3 人となっています。

市内では平成 24 年に 1 件、

負傷者 4 人の事故が発生して以降、踏切事故は起こって

いません。

（４） 高まる安全への要請と交通安全

自然災害の影響、インフラの老朽化、治安、感染症等、

様々な安全への要請が高まる中、確実に交通安全を図る

ために、市や、多様な関係機関において、一層柔軟に必要

な連携をしていくことが重要です。

第１部 総論

第２章 交通事故の現状等

１ 道路交通事故の現状

市内の年間交通事故死者数は、第 11 次江別市交通安全

計画の計画期間（令和３年度～令和７年度）においては、

１人から５人の間で推移しました。

北海道内における過去５年の年間交通事故死者数は、

令和６年は、記録が残る昭和 22 年以降最少の 104 人とな

るとともに、第 11 次北海道交通安全計画の最終年である

令和７年中の死者数は 129 人となり、計画の目標である

134 人以下とする目標を達成しました。

また、市内の年間交通事故負傷者数及び人身交通事故

発生数は、第 11 次江別市交通安全計画期間において、令

和７年には、負傷者数は 174 人、発生数 157 件となりま

した。

北海道内の年間交通事故負傷者数及び人身交通事故発

生数は、平成 12 年をピークに減少傾向にあり、令和７年

の負傷者数は 9,827 人、発生数は 8,475 件となり、ピー

ク時の約４分の１に減少しました。

２ 踏切事故の状況等

踏切事故（鉄道の運転事故のうち、踏切障害及びこれ

に起因する列車事故をいう。）は、道内では長期的には減

少傾向にあり、令和７年度の発生件数は４件と過去５年

間においてほぼ同数でしたが、死傷者数は令和７年度 11

人と近年と比べ大幅に増加しました。市内では平成 24 年

に 1 件、負傷者 4 人の事故が発生して以降、踏切事故は

起こっていません。
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江別市においては、JR 函館本線の連続立体交差事業に

より、2 か所の踏切が減少し、道路交通、鉄道輸送の安全

性が向上しました。

市内には、踏切が現在 7 か所あり、踏切事故はひとた

び発生すると多数の死傷者が生じる恐れがあるため、十

分な安全対策が必要です。

第３章 交通安全計画における目標

１ 道路交通の安全についての目標

【数値目標】年間の交通事故死者数をゼロにする。

第 10 次江別市交通安全計画における目標も同様であ

りましたが、先述のとおり、平成 28 年から令和 2 年まで

に年間の交通事故死者数をゼロにする、という数値目標

を達成することができなかったため、改めて、上記数値

を目標とします。

この数値目標は、事故そのものの減少や死傷者数の減

少にも一層積極的に取り組み、死傷者数を確実に減少さ

せることを目指すものとします。

２ 踏切道における交通安全についての目標

踏切道における交通の安全と円滑化を図るため、踏切

事故の発生を極力防止することを目指します。

第４章 重点課題

第 10 次計画期間中、市内における交通事故死者数は一

桁台で推移し、発生数、負傷者数も 減少傾

向にあることを踏まえると、これまでの交通安全対策は

有効であると考えられます。

このことから、これまでの交通安全対策の継続を基本

としつつ、交通情勢の変化等に対応し、 また、実際に発

生した交通事故に関する情報の収集 、分析を充実し 、

効果的な対策を推進します。

このような観点から、①道路交通環境の整備、②交通

安全思想の普及徹底、③救助・救急活動の充実、④被害者

支援の充実、⑤踏切道における交通の安全の５本の柱に

より交通安全対策を実施します。その際、特に次のとお

り重点課題として対策の推進を図っていきます。

市内には、踏切が現在７か所あり、踏切事故はひとた

び発生すると多数の死傷者が生じる恐れがあるため、十

分な安全対策が必要です。

第３章 交通安全計画における目標

１ 道路交通の安全についての目標

【数値目標】年間の交通事故死者数をゼロにする。

第 11 次江別市交通安全計画における目標も同様でし

たが、先述のとおり、令和３年から令和７年まで

に年間の交通事故死者数をゼロにする、という数値目標

を達成することができなかったため、改めて、上記数値

を目標とします。

この数値目標は、事故そのものの減少や死傷者数の減

少にも一層積極的に取り組み、死傷者数を確実に減少さ

せることを目指すものとします。

２ 踏切道における交通安全についての目標

踏切道における交通の安全と円滑化を図るため、踏切

事故の発生を極力防止することを目指します。

第４章 重点課題

第 11 次計画期間中、市内における交通事故死者数は一

桁台で推移し、発生数、負傷者数も長期的に見て減少傾

向にあることを踏まえると、これまでの交通安全対策は

有効であると考えられます。

このことから、これまでの交通安全対策の継続を基本

としつつ、交通情勢の変化等に対応し、 実際に発

生した交通事故に関する情報を収集・分析することで、

効果的な対策を推進します。

このような観点から、①道路交通環境の整備、②交通

安全思想の普及徹底、③救助・救急活動の充実、④被害

者支援の充実、⑤踏切道における交通の安全の５本の柱

により交通安全対策を実施します。その際、特に次のと

おり重点課題として対策の推進を図っていきます。
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なお、市内における交通事故死者数は、近年、一桁台

で推移し、一定数を必要とする統計的分析にはなじまな

いため、道内の交通事故発生傾向を参考として重点的な

課題を検討します。

１ 高齢者、子ども、障がい者等の交通安全確保

安全で安心な社会を実現するためには、自動車と比較

して弱い立場にある歩行者の安全を確保することが必要

不可欠です。

このため、次の点に配慮して対策を進め

ます。

交通事故死者に占める高齢者の割合が高く、死者のほ

ぼ半数を 65 歳以上の高齢者が占めています。また、交通

死亡事故のうち高齢の運転者が原因となる事故の割合に

ついては、30％を超え ています。今後も高齢化はさ

らに進む ことを踏まえ、江別市におい

ても、高齢者の交通安全確保に配慮します。

高齢者の交通安全を図っていくため、市の交通教育指

導員が行う交通安全教室を、高齢者が日常的に参加する

ことが多い高齢者クラブなどで行い、多くの高齢者が交

通安全教室に参加できるようにして、参加機会を増やす

よう努めます。

また、安心して子どもを産み、育てることができるま

ちを実現するため、子どもを交通事故から守る視点から

の交通安全対策が一層必要になるため 、通学路等に

おいて歩道等の歩行空間の整備を推進し、公園等、子ど

もの遊び場を整備することにより、子どもが道路で遊ば

ない環境を作るとともに、交通安全ルールなどについて

分かりやすく確実に身につく内容で交通安全教室を実施

します。

人優先の考えの下、通学路、生活道路、市街地の幹線

道路等において歩道の 整備等、

歩行者の安全確保を図る対策を推進し

ていきます。

なお、市内における交通事故死者数は、近年、一桁台

で推移し、一定数を必要とする統計的分析にはなじまな

いため、道内の交通事故発生傾向を参考として重点的な

課題を検討します。

１ 高齢者、子ども、障がい者等の交通安全確保

安全で安心な社会を実現するためには、自動車と比較

して弱い立場にある歩行者の安全を確保することが必要

不可欠です。

道路交通法の改正により令和８年９月から生活道路の

法定速度が 30 キロメートル毎時に引き下げられること

から、自動車と歩行者の交通事故の抑止につながるよう

周知啓発を図るとともに、次の点に配慮して対策を進め

ます。

交通事故死者に占める高齢者の割合が高く、死者のほ

ぼ半数を 65 歳以上の高齢者が占めています。また、交通

死亡事故のうち高齢の運転者が原因となる事故の割合に

ついては、30％前後となっています。今後も高齢者の割

合は高くなる見込みであることを踏まえ、江別市におい

ても、高齢者の交通安全確保に配慮します。

高齢者の交通安全を図っていくため、市の交通教育指

導員が行う交通安全教室を、高齢者が日常的に参加する

ことが多い高齢者クラブなどで行い、多くの高齢者が交

通安全教室に参加できるようにして、参加機会を増やす

よう努めます。

また、安心して子どもを産み、育てることができるま

ちを実現するため、子どもを交通事故から守る視点で

の交通安全対策が一層必要になることから、通学路等に

おいて歩道等の歩行空間の整備を推進するほか、子ども

が道路で遊ぶことがないよう、保護者や子どもに対して

具体的な事例を挙げて交通事故の危険性を訴えるなど、

分かりやすく確実に身につく内容で交通安全教室を実施

します。

人優先の考えの下、通学路、生活道路、市街地の幹線

道路等における歩行空間の整備等、高齢者、子ども、障

がい者を含む歩行者の安全確保を図る対策を推進し

ます。
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２ 飲酒運転の根絶

道路交通法の改正などにより、飲酒運転に対する厳罰

化・行政処分の強化や酒類提供罪等の新設といった対策

が図られたにもかかわらず、道内では、平成 26 年と 27

年に飲酒を伴う重大な交通死亡事故が相次いで発生しま

した。

こうした中、一人ひとりが、「飲酒運転をしない、させ

ない、許さない」という規範意識の下に、社会全体で飲

酒運転の根絶に向けた社会環境づくりを行うことなどを

基本理念とする北海道飲酒運転の根絶に関する条例（平

成 27 年 11 月 30 日 北海道条例第 53 号。平成 27 年 12 月

1 日施行）が成立しました。

この条例に基づき、事業者、家庭、学校、地域住民、行

政その他の関係するものの相互の連携協力の下、飲酒運

転の予防、及び再発防止のためのアルコール健康障害を

有する者等に対する相談支援、飲酒運転の危険性や飲酒

が身体に及ぼす影響に関する知識の普及、市民に対する

飲酒運転の状況等に関する情報提供など、飲酒運転を根

絶するための社会環境づくりを推進します。

３ スピードダウン

道内における交通死亡事故を走行速度の観点から分析

すると、第一当事者の約４割に速度超過が認められ、最

高速度違反を原因とする交通死亡事故の割合が全国平均

の約２倍と高い水準で推移しています。事故直前の速度

が高くなるほど致死率は高く、速度超過に起因する交通

事故の防止と事故発生時の被害軽減を図ることが必要と

なるため、自動車の走行速度と交通事故の実態から最高

速度違反の危険性について積極的に情報発信することに

より、市民の交通安全意識高揚を図ります。

２ 飲酒運転の根絶

北海道 では、平成 26 年と 27

年に飲酒を伴う重大な交通死亡事故が相次いで発生した

ことを受けて、

一人ひとりが、「飲酒運転をしない、させ

ない、許さない」という規範意識の下に、社会全体で飲

酒運転の根絶に向けた社会環境づくりを行うことなどを

基本理念とする北海道飲酒運転の根絶に関する条例（平

成 27 年 北海道条例第 53 号）

を施行しました。

この条例に基づき、事業者、家庭、学校、地域住民、行

政その他の関係する者の相互の連携協力の下、飲酒運転

の予防、及び再発防止のためのアルコール健康障害を有

する者等に対する相談支援、飲酒運転の危険性や飲酒が

身体に及ぼす影響に関する知識の普及、市民に対する飲

酒運転の状況等に関する情報提供など、飲酒運転を根絶

するための社会環境づくりを推進します。

３ スピードダウンとシートベルトの全席着用

令和８年６月に自動車の運転により人を死傷させる行

為等の処罰に関する法律（平成 25 年法律第 86 号）が改

正され、危険運転致死傷罪の適用要件を見直し、高速度

類型を新設し、数値基準を明確化するなど、取り締まり

が強化されています。

道内における交通死亡事故を走行速度の観点から分析

すると、第一当事者の約４割に速度超過が認められ、最

高速度違反を原因とする交通死亡事故の割合が全国平均

の約２倍と高い水準で推移しています。事故直前の速度

が高くなるほど致死率は高く、速度超過に起因する交通

事故の防止と事故発生時の被害軽減を図る

ため、 最高

速度違反の危険性について積極的に情報発信することに

より、市民の交通安全意識高揚を図ります。
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４ シートベルトの全席着用

近年、運転席及び助手席のシートベルトの着用

率は高くなっていますが、道内における自動車乗車中の

死者の約４割はシートベルトを着用していない実態にあ

ります。特に、後部席における着用率は、一般道路にお

ける街頭調査の全道平均で４割程度に止まっているた

め、シートベルトの全席着用の必要性についてパンフレ

ットの配布や街頭啓発等を行い 市民の理解を深めま

す。

５ 自転車の安全利用

自転車については、自動車等に衝突された場合には被

害を受ける反面、歩行者等に衝突した場合には加害者と

なるため、それぞれの対策を講じる必要があります。

自転車利用者については、自転車の交通ルールに関す

る理解が不十分なことも背景として、ルールやマナーに

違反する行動が多いことから、「北海道自転車条例

」や「自転車の安全利用五則」に

ついて広報啓発を行い、交通安全教育等の充実・推進を

図ります。

更 に、駅前等において通行の支障となる放置自転車

が問題となっている場合には、撤去等の対策を進めます。

また、近年、運転席及び助手席のシートベルトの着用

率は高くなっていますが、道内での 自動車乗車中の

死者の約３割はシートベルト 未着用の 実態があ

ります。特に、後部座席では、シートベルト着用により

生存の可能性は高くなるため、

シートベルトの全席着用の必要性についてチラシ

の配布や街頭啓発 を行い、市民の理解を深めま

す。

４ 自転車及び小型モビリティの法令遵守の徹底と

安全対策の推進

自転車 は、自動車等に衝突された場合には被

害を受ける反面、歩行者等に衝突した場合には加害者と

なるため、それぞれの対策を講じる必要があります。

自転車の安全利用の促進と基本的なルールの周知徹底

を図るため、

「北海道自転車条例（平成 30

年北海道条例第 42 号）」や「自転車 安全利用五則」に

ついて広報啓発を行い、交通安全教育 の充実・推進を

図ります。

さらに、駅前等において通行の支障となる放置自転車

が問題となっている場合には、撤去等の対策を進めます。

また、小型原動機付自転車について、ペダル付き電動

バイクは一般原動機付自転車又は自動車に該当し、運転

免許証を有することや電動車椅子は歩行者であることな

ど、基本的な知識や交通ルールについて周知を徹底しま

す。

５ 外国人の交通安全対策の推進

市内に居住する外国人が年々増加しており、今後も増

加が見込まれることから、日本の交通ルールやマナーに

ついて理解を促進し、外国人が当事者となる事故の抑止

に取り組みます。市内に在留する外国人に向け、やさし

い日本語を取り入れた交通安全教室の実施やチラシの配

布をはじめとする効果的な交通安全教育や広報啓発を行

うとともに、北海道や関係団体等と連携した取組を実施

します。
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６ 踏切道における交通安全対策

踏切事故は、ひとたび発生すると多数の死傷者を生じ、

復旧までに長時間を要するなど重大な結果をもたらしま

す。したがって、それぞれの踏切の状況等を勘案しつつ、

より効果的な対策を推進します。

７ 冬季の交通の安全

冬期間においては、吹雪による視程障害、積雪による道

路の幅員減少、路面凍結による交通渋滞やスリップ事故、

歩行中の転倒事故等 、交通という観点からも厳しい影

響があります。

このため、冬季の交通事故の防止に当たっては、天候

や気温等により交通環境や路面状況が刻一刻と変化する

特殊な環境に対応した冬季の対策を実施します。

また、積雪による歩道幅員の減少等からも、冬季にお

ける歩行空間の確保に関する住民のニーズは大きく、

高齢者、子ども、障がい者等を含む

すべての人々が、安全で快適に利用できる歩行空間の確

保に向けて取り組み ます。

６ 踏切道における交通安全対策

踏切事故は、ひとたび発生すると多数の死傷者が生じ、

復旧までに長時間を要するなど重大な被害をもたらしま

す。そのため、各 踏切の状況 を勘案した上で、

より効果的な対策を推進します。

７ 冬季の交通の安全

冬期間においては、吹雪による視程障害、積雪による

道路の幅員減少、路面凍結による交通渋滞やスリップ事

故、歩行中の転倒事故など、交通という観点からも厳し

い影響があります。

このため、冬季の交通事故 防止に当たっては、天候

や気温 により交通環境や路面状況が刻一刻と変化する

特殊な環境に対応した冬季の対策を実施します。

また、積雪による歩道幅員の減少により 、冬季にお

ける歩行空間の確保に関する住民のニーズは高い状況に

あります。このため、高齢者、子ども、障がい者等を含む

すべての人々が、安全で快適に利用できる歩行空間の確

保に向けた取 組を推進します。
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第２部 講じようとする施策

第１章 道路交通環境の整備

道路交通環境の整備については、警察や道路管理者等

と連携して交通安全対策を推進してきたところです。

今後の道路交通環境の整備にあたっては、自動車交通

を担う幹線道路と歩行者中心の生活道路の機能分化を進

め、生活道路の安全の推進に取り組みます。

少子高齢化が進展する中で、子どもを事故から守り、

高齢者や障がい者が安全で安心して外出できる交通社会

の形成を図るため、安全・安心な歩行空間が確保された

人優先の道路交通環境整備を進めます。

１ 人優先の安全・安心な歩行空間の整備

「車」中心の交通安全対策から人の視点に立った交通

安全対策を推進していくことが国、北海道の基本方針で

あり、江別市もこの考えに基づいて歩行空間の確保に努

め、一定の成果を上げてきましたが、市内にはまだ歩行

空間が確保されていない道路もあります。

このため、今後も、通学路、生活道路等において歩行

空間の整備に配慮し、交通安全対策を推進していきます。

（１）通学路等における交通安全の確保

小学校、児童館等に通う児童の通行の安全を確保する

ため、学校、教育委員会、警察、道路管理者などの関係機

関が連携して通学路の合同点検を行うなど、通学路等の

歩行空間の整備を推進します。

（２）高齢者、子ども、障がい者等の安全に資する歩

行空間等の整備

高齢者、子ども、障がい者を含めすべての人が安全で

安心して参加し活動できる社会を実現するため、公共施

設、福祉施設の周辺を中心に、歩道の段差・傾斜・勾配の

改善 など、より歩きやすい歩道 の整備を推進

します。

第２部 講じようとする施策

第１章 道路交通環境の整備

道路交通環境の整備については、警察や道路管理者

と連携して交通安全対策を推進してきたところです。

今後の道路交通環境の整備にあたっては、自動車交通

を担う幹線道路と歩行者中心の生活道路の機能分化を進

め、生活道路の安全の推進に取り組みます。

少子高齢化が進展する中で、子どもを事故から守り、

高齢者や障がい者が安全で安心して外出できる交通社会

の形成を図るため、安全・安心な歩行空間が確保された

人優先の道路交通環境整備を進めます。

１ 人優先の安全・安心な歩行空間の整備

「車」中心の交通安全対策から人の視点に立った交通

安全対策を推進していくことが国、北海道の基本方針で

あり、江別市もこの考えに基づいて歩行空間の確保に努

め、一定の成果を上げてきましたが、市内にはまだ歩行

空間が確保されていない道路もあります。

このため、 通学路や生活道路 において歩行

空間の整備に配慮し、交通安全対策を推進し ます。

また、自動車と歩行者の交通事故を抑止するため、令

和８年９月から生活道路の法定速度が 30 キロメートル

毎時に引き下げられることに伴い、広報啓発を実施する

など、制度の円滑な施行を図ります。

（１）通学路等における交通安全の確保

小学校、児童館等に通う児童の通行の安全を確保する

ため、学校、教育委員会、警察、道路管理者などの関係機

関が連携して通学路の合同点検を行うなど、通学路等の

歩行空間の整備を推進します。

（２）高齢者、子ども、障がい者等の安全に資する歩

行空間等の整備

高齢者、子ども、障がい者を含めすべての人が安全で

安心して参加し活動できる社会を実現するため、公共施

設、福祉施設の周辺を中心に、 段差・傾斜・勾配の

改善を行うなど、より歩きやすい歩行空間の整備を推進

します。
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（３）幹線道路における交通安全対策の推進

市内の幹線道路が整備されることで、交通混雑の緩和

や市街地を通過する大型車の交通量が減少し、円滑な交

通体系が確立するため、地域の安全・安心が確保される

よう、国及び北海道などの関係機関と連携して、交通安

全対策を推進します。

（４）事故データを踏まえた危険箇所の周知

国及び北海道は、道路網の体系的整備と併せ、事故デ

ータの客観的な分析に基づき、事故の発生割合の高い区

間において集中的な事故対策を推進するとともに、人優

先の安全・安心な歩行空間の確保を推進しています。

江別市内では、国道 12 号や道道 46 号（道道江別恵庭

線）などの交差点における事故が多いことを踏まえ、市

民に対し、事故発生の危険性が高い箇所を表示した地図

を活用、 周知を行うことにより事故の防止を図ります。

（５）信号機等の設置要望

地域の住民から 交通の危険を感じる箇所について、

信号機、横断歩道、標識等の設置要望が出され

ます。このような地域の住民だからこそ把握可能な

きめ細かな交通安全情報は、交通事故防止において有用

なため 、これらの情報をもとに、市と地域の住

民が一体となって 北海道公安委員会

及び江別警察署に信号機等の設置を要望し、交通事故防

止のための安全対策を推進します。

２ 歩行者空間のユニバーサルデザイン化

高齢者、障がい者等の安全確保のため、歩行空間の段

差解消や視覚障がい者誘導用ブロック等の整備を進める

とともに、公共施設等を含め連続したユニバーサルデザ

イン化を推進します。また、バリアフリー化を始めとす

る安全・安心な歩行空間の整備を推進します。

３ 無電柱化の促進

歩道幅員の確保や景観性の向上、防災性の向上などに

よる、安全で快適な歩行空間の確保のため、野幌駅周辺

地区において無電柱化の促進を図ります。

（３）幹線道路における交通安全対策の推進

市内の幹線道路が整備されることで、交通混雑の緩和

や市街地を通過する大型車の交通量が減少し、円滑な交

通体系が確立するため、地域の安全・安心が確保される

よう、国及び北海道 の関係機関と連携して、交通安

全対策を推進します。

（４）事故データを踏まえた危険箇所の周知

国及び北海道は、道路網の体系的整備と併せ、事故デ

ータの客観的な分析に基づき、事故の発生割合の高い区

間において集中的な事故対策を推進するとともに、人優

先の安全・安心な歩行空間の確保を推進しています。

江別市内では、市街地の市道

交差点における事故が多いことを踏まえ、

事故発生の危険性が高い箇所を表示した地図

の活用と周知を行い、 事故 防止を図ります。

（５）信号機等の設置要望

地域 住民から、交通の危険を感じる箇所について、

信号機、横断歩道、標識等の設置要望が出されることが

あります。このような地域 住民ならではの

きめ細かな交通安全情報は、交通事故防止において有用

であることから、 市と地域の住

民が一体となり、江別警察署を通じて北海道公安委員会

に信号機等の設置を要望し、交通事故防

止に向けた安全対策を推進します。

２ 歩行者空間のユニバーサルデザイン化

高齢者や障がい者 の安全確保のため、歩行空間の段

差解消や視覚障がい者誘導用ブロック の整備を進める

とともに、公共施設 を含め連続したユニバーサルデザ

イン化を推進します。また、バリアフリー化を始めとす

る安全・安心な歩行空間の整備を推進します。

３ 無電柱化の促進

歩道幅員の確保や景観性の向上、防災性の向上などに

よる、安全で快適な歩行空間の確保のため、

無電柱化の促進を図ります。
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４ 自転車利用環境の整備

自転車利用環境の整備のために、駐輪場等 の整備計

画がある場合は、 連携して整備を進め、放置

自転車を減らし 、車道の快適通行を確保します。

自転車の安全利用を促進するため、自動車や歩行者と

自転車利用者の共存を図ることができるよう、道路の新

設や大規模改修に合わせて、歩行者や自転車の安全な通

行空間の整備を進めます。

５ 公共交通機関利用の促進

通学、通院や買い物など、市民の生活の足であ

る公共交通を維持・確保していくため、 地域公共

交通計画の見直し・策定に向けた検討を行うほか、バス

マップ の配布・ホームペ

ージでの積極的な情報提供等により、公共交通機関の利

用を促進し ます。

６ 災害等に備えた道路交通情報の提供

道路交通に影響を及ぼす台風、大雨等の気象情報を的

確に把握し、道路利用者に対してインターネット等を活

用した通行止めなどの交通情報の提供に努めます。また、

冬季における交通環境は、他の季節と比較して大雪や暴

風雪など気象等の影響が特に強い ことから、地

元自治会や関係機関と連携し、道路利用者への適時・適

切な情報提供に努めます。

７ 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

日々のパトロールや点検により、路面や道路施設の状

況を的確に把握しながら適切な維持管理を行い、安全・

安心な道路環境づくりに努めます。

また、道路への飛出し防止や道路の見通しの確保等を

図るため、公園や学校等の 安全対策を推進します。

８ 冬季道路交通環境の整備

冬季の 歩行者の安全・安心で快適な通行のため、

除雪等による歩行空間の確保に努めます。冬季の積雪・

吹雪による見通しの悪化、路面の凍結など交通環境が夏

季とは大きく異なることから、除排雪を中心とした、冬

季交通の特性に対応した次の道路交通環境整備を図りま

す。

４ 自転車利用環境の整備

自転車利用環境の整備に向けて、駐輪場などの整備計

画がある場合は、関係機関と連携して整備を進め、放置

自転車の削減を図り、車道の快適通行を確保します。

自転車の安全利用を促進するため、自動車や歩行者と

自転車利用者の共存を図ることができるよう、道路の新

設や大規模改修に合わせて、歩行者や自転車の安全な通

行空間の整備を進めます。

５ 公共交通機関利用の促進

通勤・通学、通院や買い物など、市民の生活の足であ

る公共交通を維持・確保していくため、江別市地域公共

交通計画を策定・推進する ほか、バス

路線マップ・路線バス乗り方ガイドの配布や市ホームペ

ージでの 情報提供 により、公共交通機関の利

用 促進を図ります。

６ 災害等に備えた道路交通情報の提供

道路交通に影響を及ぼす台風や大雨などの気象情報を

的確に把握し、道路利用者に対してインターネット を

活用した 交通情報の提供に努めます。特に

冬季は、 大雪や暴

風雪などにより交通環境が大きく変化することから、地

元自治会や関係機関と連携し、道路利用者への適時・適

切な情報提供に努めます。

７ 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

日々のパトロールや点検により、路面や道路施設の状

況を的確に把握しながら適切な維持管理を行い、安全・

安心な道路環境づくりに努めます。

また、道路への飛出し防止や道路の見通しの確保 を

図るため、公園や学校における安全対策を推進します。

８ 冬季道路交通環境の整備

冬季における歩行者の安全・安心で快適な通行のため、

除雪等による歩行空間の確保に努めます。 積雪・

吹雪による見通しの悪化、路面の凍結など交通環境が夏

季とは大きく異なることから、除排雪を中心に 、

次の道路交通環境整備を図りま

す。
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・人優先の安全・安心な歩行空間の確保

・幹線道路における冬季交通安全対策の推進

・地域に応じた安全の確保

・交通安全に寄与する冬季道路交通環境の整備

第２章 交通安全思想の普及徹底

事故データの客観的な分析に基づき、事故の発生割合

の高い区間について交通安全教育の内容に取り込み、効

果的な交通安全教室を行います。

交通安全思想の普及徹底には、人命尊重の理念の基に、

交通マナーの向上、交通違反追放の社会的気運醸成等の

ため、学校、地域等で 心身の発達段階や交通手段

の利用形態に応じた、交通安全教育を実施します。

幼児から成人に至るまでの段階的かつ体系的な交通安

全教育を行うとともに、特に子どもと高齢者の交通安全

意識の向上を図るための､交通安全教室や啓発イベント

などの交通安全啓発事業を行います。

家庭、学校、職

場、地域等の関係者が互いに連携をとりながら 地域ぐ

るみの活動が推進されるよう促すことを基本として行い

ます。

１ 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

（１）幼児に対する交通安全教育の推進

幼児に対する交通安全教育は、市の交通教育指導員が、

幼稚園、保育所 などで紙芝居、人形劇、歌、遊戯などを

行い、幼児に分かりやすい内容で交通安全教室を行いま

す。

信号機の見方、横断歩道の渡り方、自転車の実習、バ

スの乗り降りの際の注意点 など、生活に

身近な交通ルールを幼い頃から繰り返し学習させ、基本

的な交通安全 知識の習得と実践が身に付くよう配慮し

ます。

幼児が交通安全意識を深く身に付けるためには、

家庭内でも保護者が交通ルール 遵守の大切さを示すこ

とが求められるため、保護者も参加する「幼児交通安全

こぐまクラブ」の活動

において、ヘルメットを着用した自転車の利用

・人優先の安全・安心な歩行空間の確保

・幹線道路における冬季交通安全対策の推進

・地域に応じた安全の確保

・交通安全に寄与する冬季道路交通環境の整備

第２章 交通安全思想の普及徹底

事故データの客観的な分析に基づき、事故の発生割合

の高い区間について交通安全教育の内容に取り込み、効

果的な交通安全教室を行います。

交通安全思想の普及徹底には、人命尊重の理念の基に、

交通マナーの向上、交通違反追放の社会的気運醸成 の

ため、学校や地域において、心身の発達段階や交通手段

の利用形態に応じた 交通安全教育を実施します。

幼児から成人に至るまでの段階的かつ体系的な交通安

全教育を行うとともに、特に子どもと高齢者の交通安全

意識の向上を図るため ､交通安全教室や啓発イベント

などの交通安全啓発事業を行います。

交通安全教育・啓発事業については、家庭、学校、職

場、地域 の関係者が互いに連携を取りながら、地域ぐ

るみの活動が推進されるよう促すことを基本として行い

ます。

１ 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

（１）幼児に対する交通安全教育の推進

幼児に対する交通安全教育は、市の交通教育指導員が

幼稚園や保育施設 で紙芝居、人形劇、リズム を

行い、幼児に分かりやすい内容となるよう工夫し

ます。

信号機の見方、横断歩道の渡り方、自転車の実習、バ

スの乗り降りの際の注意点、雪道の歩き方など、生活に

身近な交通ルールを幼い頃から繰り返し学習させ、基本

的な交通安全の知識と技能の習得ができるよう指導 し

ます。

また、幼児が交通安全意識を高め るためには、

保護者が交通ルールを遵守する こ

とが求められるため、保護者も参加する「

こぐまクラブ」の活動や年４回発行する保護者向けプリ

ントにおいて、自転車乗車時のヘルメット着用や自動車
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等、保護者に対して

も交通安全の意識 啓発となるような内容であることを

目指します。

（２）小学生に対する交通安全教育の推進

小学校における交通安全教育は、新入学生、

低・中・高学

年の各段階に応じた交通安全教室を、市の交通教育指導

員が小学校の授業時間内に行って指導します。

新１年生は初めて一人で通学することになるため、安

全に登下校できることを目的に、

必要な交通安全 知識 が習得できるよう指導

します。小学校低学年生には、実習を通しながら安全歩

行などについて定着を図ります。

小学校中・高学年生 には自転車の乗り方等 、

発達段階に応じた交通安全教室を行います。

自転車を乗り始める児童が多い

小学３年生に対し、交通安全教室で学んだことの定着を

図るために、自転車の乗り方について記載したパンフレ

ット等を配付し知識の定着を図ります。また、自転車乗

車時におけるヘルメット着用の必要性についても積極的

に周知します。

保護者に対しても、パンフレット配布、 市の

ホームページや広報えべつを通じて啓発を行い、家庭で

の交通安全意識の高揚が図られるよう努めます。

特に、自転車を運転する場合には、歩行者に対して加

害者になる場合があることから、加害時における損害賠

償 の発生や損害賠償保険加入の必要性について、強

く推奨します。

また、交通安全知識だけでなく、防犯の観点から、登

下校時の交通安全と併せて注意すべき、不審者に対する

知識も教えます。

（３）中学生に対する交通安全教育の推進

中学生は小学生に比べて活動範囲が広がることから、

登下校時の交通安全だけではなく、日常生活全般での交

通安全知識を身に付ける必要があります。

このため、ＤＶＤ上映、教材としての交通事故のニュ

ース提供など、より多くの情報により 多面的な交通安

全教育を行います。

運転時の全席シートベルト着用など、

交通安全 意識の啓発となるような内容 を目

指します。

（２）小学生に対する交通安全教育の推進

小学校における交通安全教育は、市の交通教育指導員

が小学校の授業時間内に訪問し、 低・中・高学

年の各段階に応じた交通安全教室を行い

ます。

小学校低学年児童には、安

全に登下校できることを目的に、実習を通して安全な歩

行に必要な交通安全の知識と技能が習得できるよう指導

します。

小学校中・高学年児童には自転車の乗り方について、

発達段階に応じた交通安全教室を行うとともに、自転車

乗車時におけるヘルメット着用の必要性についても積極

的に周知します。また、自転車を乗り始める児童が多い

小学３年生に対し、交通安全教室で学んだ知識の定着を

図るために、自転車の乗り方について記載したリーフレ

ット を配付し ます。

保護者に対しても チラシを 配布するほか、市の

ホームページや広報えべつを通じて啓発を行い、家庭で

の交通安全意識の向上が図られるよう努めます。

特に、自転車利用時に加害者となるリスクを周知し、

加害時における損害賠

償責任の発生と損害賠償保険加入の必要性について啓発

を行い ます。

（３）中学生に対する交通安全教育の推進

中学生は小学生に比べて活動範囲が広がることから、

登下校時の交通安全だけではなく、日常生活全般での交

通安全知識を身に付ける必要があります。

このため、ＤＶＤ上映やチラシの配布を通じて、自転

車運転のマナーやルールについて、 多面的な交通安

全教育を行います。

防犯に関する記載のため、削除
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特に、自転車を利用する場合は、歩行者に対して加害

者となる場合があることを周知し、自転車運転のマナー

やルールについて教えます。また、加害時における損害

賠償 の発生や損害賠償保険加入の必要性について、

パンフレットの配布により、保護者にも強く推奨します。

併せて、自転車の点検整備及び損害賠償保険が一体と

なった「ＴＳマーク制度」や交通の危険を生じさせるお

それのある一定の違反行為を反復して行った自転車運転

者へ義務付けられている「自転車運転者講習制度」につ

いて説明し、自転車運転時は常に安全運転を心がけるよ

う周知徹底します。

（４）高校生に対する交通安全教育の推進

高校生に対しては、自らが交通社会の一員としての社

会的責任を自覚し、交通事故防止に主体的に取り組む必

要があることを周知します。

通学時など自転車を利用する機会が増えることから、

これまで以上に交通ルールを遵守するとともに「自転車

安全利用五則」を基本とした自転車運転のマナーを実践

しなければならないことを啓発します。交通安全教室を

江別警察署と連携し開催することで、より実践的な知識

の習得や自転車運転を始めとした交通安全に対する責任

へのさらなる自覚を目指します。

また、防犯の観点から盗難防止について意識を高める

ための啓発を行います。

さらに、飲酒が交通事故を引き起こす危険性などにつ

いて、高校生の段階からその危険性を認識させるため、

啓発活動を行います。

（５）成人に対する交通安全教育の推進

自動車を運転する中心である成人に対する交通安全の

啓発は重要であるため、広報えべつや市ホームページ

に 随時、交通安全に関する情報を

掲載し、交通安全の注意喚起を行います。特に、重大な

犯罪である飲酒運転については、繰り返し啓発を行いま

す。

自治会の集会で 交通安全教室を開催する

また、自転車利用時に 加害

者となるリスク を周知し、

損害

賠償責任の発生と損害賠償保険加入の必要性について、

啓発を行います。

併せて、

交通の危険を生じさせるお

それのある一定の違反行為を反復して行った自転車運転

者へ義務付けられている「自転車運転者講習制度」につ

いて説明し、自転車運転時は常に安全運転を心がけるよ

う周知徹底します。

（４）高校生に対する交通安全教育の推進

高校生に対しては、自らが交通社会の一員としての社

会的責任を自覚し、交通事故防止に主体的に取り組む必

要があることを周知します。

通学時の 自転車利用増加に伴い、

交通ルールの遵守及び 「自転車

安全利用五則」の 実践

について 指導します。交通安全教室を

江別警察署と連携することで、より実践的な知識の習得

や自転車運転を始めとした交通安全に対する責任へのさ

らなる自覚を目指します。

さらに、飲酒が交通事故を引き起こす危険性 につ

いて、高校生の段階からその危険性を認識させるため、

啓発活動を行います。

（５）成人に対する交通安全教育の推進

自動車 運転の 中心である成人に対する交通安全の

啓発は重要であるため、広報えべつや市ホームページ、

市公式ＬＩＮＥにより、随時、交通安全に関する情報を

発信し、交通安全の注意喚起を行います。特に、重大な

犯罪である飲酒運転については、繰り返し啓発を行うと

ともに、全席シートベルト着用が義務化されていること

を再確認するよう周知し、幼児が乗車する際にチャイル

ドシートを適正に使用するよう周知します。

また、自治会の 交通安全教室では、

防犯に関する記載のため、削除
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よう、各自治会に周知し、市の交通教育指導員による

ＤＶＤ上映等の外 に、江別警察署との共同での

交通安全教室を実施し 、交通事故の防止

のための啓発に努めます。

交通安全に係る啓発のイベントは、多くの市民の参加

が望ましいことから、特定の団体に加入していない市民

も参加できる催しを開催し、幅広い層の参加を目指しま

す。

また、高齢者・子どもばかりではなく、成人にも交通

安全に有用である夜光反射材の普及に努めます。交通安

全教室・交通安全イベント等での 夜光反射材の無料

配布を行い、夜光反射材の効果を解説した、パンフレッ

ト、ＤＶＤ等で定着を進めます。

自動車の運転者となる成人に、全席シートベルト着用

が義務化されていることを再確認するよう周知し、幼児

が乗車する場合にチャイルドシートの適正な使用を行う

よう周知します。

幼児や児童の保護者に対して、幼児や児童の自転車ヘ

ルメット着用の必要性を周知します。

（６）高齢者に対する交通安全教育の推進

高齢者クラブなどの集会で、市の交通教育指導員によ

る交通安全教室を開催するよう周知・依頼します。高齢

者クラブでの 交通安全教室 は、ＤＶＤ上映やパ

ンフレットなどにより、 交通安全

の知識 定着を図ります。

歩行時においては、加齢による身体機能の低下と交通

事故の関連 や自宅近くで交通事故に遭遇

する高齢者が多い現状など、高齢者に共通して見られる

注意すべき点を 周知します。

自転車利用時においては、身体機能の低下により、以

前に比べ運転が充分に行えず、被害者にも加害者にもな

りやすいことを周知します。

また、自動車運転時においては、

事故

の原因として、前方不注意、ハンドル操作の誤り及びア

クセルとブレーキの踏み間違いなどが多くみられること

から、このような事故が少なくなるよう、啓発を行いま

ＤＶＤ上映やクイズのほかに江別警察署員による講話を

行い、実践的な知識を習得することで、交通事故の防止

を図り ます。

交通安全に係る啓発のイベントは、多くの市民の参加

が望ましいことから、特定の団体に加入していない市民

も参加できる催しを開催し、幅広い層の参加を目指しま

す。

また、

夜光反射材の普及のため、交通安

全教室・交通安全イベントにおいて、夜光反射材とその

効果を解説したチラシを配布し、

定着を図り ます。

（６）高齢者に対する交通安全教育の推進

高齢

者を対象とした 交通安全教室では、ＤＶＤ上映やク

イズのほかに江別警察署員による講話など、交通安全

知識の定着を図ります。

歩行時においては、高齢者は他の年代と比較して「横

断違反」の割合が高いことや自宅近くで交通事故に遭遇

すること が多いことから、高齢者に共通する

注意 点について周知します。

自転車利用時においては、身体機能の変化により、以

前に比べ運転が充分に行えず、被害者にも加害者にもな

りやすいことを周知します。

過去５年間における事故分析から、江別市では、北海

道と同様に交通事故の第一当事者の約３割を６５歳以上

が占めており、最も多い割合となっています。事故の原

因として、前方不注意、前左右不確認や アクセ

ルとブレーキの踏み間違い が多くみられることか

ら、これらの事故防止に向け、啓発活動を推進しま

Ｐ14（１）幼児に対する交通安全教育の推進

に記載があるため、削除

Ｐ16（５）成人に対する交通安全教育の推進

６行目に移動
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す。

高齢者が薄暮時 に外出する場合は、運転者から

高齢者が視認し 易いように、服装の色に 配慮するこ

とが有効であること伝え、また、夜間の歩行のために夜

光反射材の配布及び着用率の向上を重点的に行います。

（７）事業所における交通安全教育の推進

各事業所における自主的な交通安全教育活動を促すと

ともに、交通労働災害の防止、運転者の労働条件の適正

化、安全運転管理者制度等、交通安全対策の普及促進に

向けた啓発に努めます。

（８）外国人に対する交通安全教育の推進

外国人に対し 、日本の交通ルールに関する知識の普

及による交通事故防止を目的として交通安全教育を推進

します。

近年増加傾向にある外国人技能実習生等に対し

ては、交通ルールや交通安全に対する考え方など、

母国のルールとは違うところを理解してもらうなど、地

域で安全・安心に生活ができるよう、講習会等を開催し、

参加を促進します。また、今後増加されることも見込ま

れる来道外国人観光客に対しても、関係機関・団体と連

携し、各種広報媒体を活用した広報啓発活動を推進しま

す。

（９）冬季に係る交通安全教育の推進

冬季特有の悪条件が重なる場合があり 、これに対

応する年齢等に応じた段階的かつ体系的な次のような交

通安全教育を行います。

ア 幼児に対する冬季の交通安全教育の推進

冬季の積雪の前に、除雪によって出来る雪山のモデル

を使って、 幼児の小さな体形では雪山

に隠れて、運転者から見えづらいこと、雪道の横断には

時間を要することなどを疑似体験させる交通安全教室を

行い、幼児に冬季の歩行の注意点を教え、交通事故防止

を図ります。

す。

また、関係機関と連携し、体験・実践型の講習会を実

施するなど、安全運転に必要な知識を習得する機会を設

けるよう努めます。

薄暮時や夜間に外出する際 は、運転者から

視認されやすいよう 服装の色に配慮するこ

とや 夜

光反射材の着用が有効であることを周知します。さらに

夜光反射材の配布を通じて、着用率の向上に努めます。

（７）事業所における交通安全教育の推進

各事業所における自主的な交通安全教育活動を促すと

ともに、交通労働災害の防止、運転者の労働条件の適正

化、安全運転管理者制度等、交通安全対策の普及促進に

向けた啓発に努めます。

（８）外国人に対する交通安全教育の推進

外国人に対して、日本の交通ルールへの理解を促進し、

交通事故の防止を図るため、 交通安全教育を推進

します。

特に、近年増加傾向にある外国人技能実習生 に対し

ては、交通ルールや交通安全に関する考え方について、

母国のルールとは違うところを理解してもらうなど、地

域で安全・安心に生活ができるよう、交通安全教育・啓

発活動を推進します。

（９）冬季に係る交通安全教育の推進

冬季特有の悪条件が重なる場合があるため、次のよう

な 年齢 に応じた段階的かつ体系的な 交

通安全教育を行います。

ア 幼児に対する冬季の交通安全教育の推進

除雪によってできる雪山のモデル

を使用して教室を行います。幼児の小さな体形は雪山に

隠れ 、運転者から見えづらいこと、雪道の横断には時

間を要すること を疑似体験させることで、

冬季の歩行の注意点を教え、交通事故防止

を図ります。
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幼児の保護者に対しても、「幼児交通安全こぐまクラ

ブ」 において、

冬季の 幼児の歩行の 注意点を周知します。

イ 小学生、中学生及び高校生に対する交通安全教育

の推進

凍結や積雪による路面状況の悪化、吹雪による見通し

の悪さなど、冬季の日常生活での 注意点を再確認す

ることの必要性を、パンフレットなどで周知します。

ウ 成人に対する交通安全教育の推進

成人に対しては、自動車の運転を行う際の注意点とし

て、雪道での自動車の制動距離の知識、積雪による轍で

のハンドル操作の注意点など、自動車を運転する際に歩

行者への 冬季特有の配慮の必要性を周知します。

エ 高齢者に対する交通安全教育の推進

路面凍結、

積雪等により 、高齢者の身体能力の衰えが、歩行

時に顕著になること、 吹雪

等で自動車運転者から、歩行者が見えづらく 、

目立つ色の服装の有効性など を周知します。

夕暮れが早まる冬季は、夜光反射材の役立つことも、強

調 します。

２ 効果的な交通安全教育の推進

交通安全教育を行うに当たっては、受講者が、安全に

道路を通行するために必要な技能及び知識を習得し、か

つ、その必要性を理解できるようにするため、参加・体

験・実践型の教育方法を積極的に活用します。

江別警察署等とともに、交通安全教育に関する情報を

共有し、交通安全教育に用いる資機材の貸与、講師の派

遣及び情報の提供等、相互の連携を図りながら交通安全

教育を推進します。

さらに、交通安全教育の効果を確認し、必要に応じて

教育の方法、利用する教材を見直して、社会やライフス

タイルの変化、技術の進展を踏まえ、常に効果的な交通

安全教育ができるよう努めます。

このほか、従前の取組に加え、動画を活用した学習機

会の提供、ウェブサイトやＳＮＳ等の各種媒体の積極的

活用など、対面によらない交通安全教育や広報啓発活動

についても効果的に推進します。

幼児の保護者に対しても、「 こぐまクラ

ブ」及び保護者向けの交通安全啓発プリントにおいて、

冬季における幼児の歩行に関する注意点を周知します。

イ 小学生、中学生及び高校生に対する交通安全教育

の推進

凍結や積雪による路面状況の悪化、吹雪による見通し

の悪さなど、冬季の日常生活における注意点を再確認す

るため 、チラシにより 周知します。

ウ 成人に対する交通安全教育の推進

自動車の運転を行う際の注意点とし

て、雪道での自動車の制動距離の知識、積雪による轍で

のハンドル操作の困難さなど、自動車を運転する際の歩

行者に対する冬季特有の配慮の必要性を周知します。

エ 高齢者に対する交通安全教育の推進

加齢に伴う身体機能の変化に加え、冬季は路面凍結、

積雪等の影響のため、高齢者は一般の歩行者より道路を

横断する時間が長くなる傾向があります。さらに、吹雪

等で自動車運転者から歩行者が見えづらくなるため、目

立つ色の服装が有効であることを周知します。また、夕

暮れが早まる冬季は、夜光反射材が役立つことも 併せ

て周知します。

２ 効果的な交通安全教育の推進

交通安全教育を行うに当たっては、受講者が、安全に

道路を通行するために必要な技能及び知識を習得し、か

つ、その必要性を理解できるようにするため、参加・体

験・実践型の教育方法を積極的に活用します。

江別警察署等とともに、交通安全教育に関する情報を

共有し、交通安全教育に用いる資機材の貸与、講師の派

遣及び情報の提供等、相互の連携を図りながら交通安全

教育を推進します。

さらに、交通安全教育の効果を確認し、必要に応じて

教育の方法、利用する教材を見直して、社会やライフス

タイルの変化、技術の進展を踏まえ、常に効果的な交通

安全教育ができるよう努めます。

このほか、従前の取組に加え、動画を活用した学習機

会の提供、ウェブサイトやＳＮＳ等の各種媒体の積極的

活用など、対面によらない交通安全教育や広報啓発活動

についても効果的に推進します。
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３ 交通安全に関する普及啓発活動の推進

（１）交通安全運動の推進

全国及び全道規模で行われている、春の全国交通安全

運動、夏の交通安全運動、秋の全国交通安全運動、冬の

交通安全運動（各 10 日間）及び４月の小学校新入学児童

を交通事故から守る運動の取り組みを推進します。

江別市交通安全推進委員会の各会員及び市民の

協力のもとに、全国・全道規模で行われる広範囲な運動

に参加することで、より強く交通事故防止の機運が高ま

るよう努めます。

（２）横断歩行者の安全確保

信号機のない横断歩道での死亡事故では、自動車の横

断歩道手前での減速が不十分なものが多いため、運転者

に対して横断歩道手前での減速義務や横断歩道における

歩行者優先義務を再認識させるため、交通安全教育・

啓発等を推進します。

また、歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号

機のあるところでは、その信号に従うといった交通ルー

ルの周知を図ります。さらに、運転者に対して横断する

意思を明確に伝え、安全を確認してから横断を始め、横

断中も周りに気を付けること等、歩行者が自らの安全を

守るための交通行動を促すための交通安全教育等を推進

します。

（３）反射材用品等の普及促進

夕暮れ時から夜間における歩行者及び自転車利用者の

事故防止に効果が期待できる反射材用品等の普及を図る

ため、各種広報媒体を活用して積極的な広報啓発を推進

するとともに、反射材用品等の視認効果、使用方法等に

ついて理解を深めるため、参加・体験・実践型の交通安

全教育を実施します。

反射材用品等の普及に当たっては、

衣服や靴、鞄等の身の回り品への反射

材用品の組み込みを推奨するとともに、適切な反射性能

等を有する製品についての情報提供に努めます。

３ 交通安全に関する普及啓発活動の推進

（１）交通安全運動の推進

全国及び全道規模で行われている、春の全国交通安全

運動、夏の交通安全運動、秋の全国交通安全運動、冬の

交通安全運動（各 10 日間）及び４月の小学校新入学児童

を交通事故から守る運動の取 組 を推進します。

また、江別市交通安全推進委員会の各会員及び市民の

協力のもとに、全国・全道規模で行われる広範囲な運動

に参加することで、より強く交通事故防止の機運が高ま

るよう努めます。

（２）横断歩行者の安全確保

信号機のない横断歩道での死亡事故では、自動車の横

断歩道手前での減速が不十分なものが多いため、運転者

に対して横断歩道手前での減速義務や横断歩道における

歩行者優先義務を再認識させるため、交通安全教育及び

啓発 を推進します。

また、歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号

機のあるところでは、その信号に従うといった交通ルー

ルの周知を図ります。さらに、信号機のない横断歩道に

おいて、運転者の歩行者優先義務を認識させるとともに、

歩行者に自らの安全を守るための交通行動を促すため、

歩行者と運転者が「ハンドサイン」で意思疎通を図り、

相互の思いやりで歩行者事故防止を図る「ハンドサイン

でストップ運動」を推進します。

（３）反射材用品等の普及促進

薄暮 時から夜間における歩行者及び自転車利用者の

事故防止に効果が期待できる反射材用品等の普及を図る

ため、各種広報媒体を活用して積極的な広報啓発を推進

するとともに、反射材用品等の視認効果、使用方法等に

ついて理解を深めるため、参加・体験・実践型の交通安

全教育を実施します。

反射材用品等の普及に当たっては、明るい目立つ衣類

等の着用に加え、衣服や靴、鞄等の身の回り品への反射

材用品の組み込みを推奨するとともに、適切な反射性能

を有する製品についての情報提供に努めます。
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（４）飲酒運転根絶に向けた規範意識の確立

「北海道飲酒運転の根絶に関する条例」に基づき、飲

酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知

するための交通安全教育や広報啓発などの 飲酒運転根

絶に関する施策を推進します。

飲酒運転の根絶の気運を職場や家庭などで醸成される

ことを目指して、ポスターの掲示や広報、ホームページ

等で周知するほか、料飲店街での街頭啓発活動を展開し、

「飲酒運転をしない、させない、許さない

」という市民の規範意識確立を図ります。

（５）スピードダウン励行運動の推進

速度の出し過ぎによる危険性を、広報やホームページ、

交通安全教室等で周知します。また、環境に配慮した安

全速度の励行運転（エコドライブ）についても啓発活動

を行います。

（６）後部座席を含めたすべての座席におけるシート

ベルトの正しい着用の徹底

シートベルトの着用効果及び正しい着用方法について

理解を求め、後部座席を含めたすべての座席におけるシ

ートベルトの正しい着用の徹底を図るため、広報やホー

ムページ等で啓発活動を展開します。

（７） チャイルドシートの正しい使用の徹

底

チャイルドシートの使用効果及び正しい使用方法につ

いて、着用推進シンボルマーク等を活用しつつ、幼稚園、

保育園、認定こども園、病院等と連携した保護者に対す

る効果的な広報啓発・指導に努め、正しい使用の徹底を

図ります。

特に、比較的年齢の高い幼児の保護者に対し、その取

組を強化します。

（４）飲酒運転根絶に向けた規範意識の確立

「北海道飲酒運転の根絶に関する条例」に基づき、飲

酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知

するための交通安全教育や広報啓発により、飲酒運転根

絶に関する施策を推進します。

飲酒運転の根絶の気運を職場や家庭などで醸成される

ことを目指して、ポスターの掲示や広報、ホームページ

で周知するほか、料飲店街での街頭啓発活動を展開し、

「飲酒運転をしない、させない、許さない、そして見逃

さない」という市民の規範意識確立を図ります。

（５）スピードダウン励行運動の推進

速度の出し過ぎによる危険性を、広報やホームページ、

交通安全教室 で周知します。また、環境に配慮した安

全速度の励行運転（エコドライブ）についても啓発活動

を行います。

（６）「ながらスマホ」対策の強化

スマートフォンの画面を注視したり、携帯電話で通話

したりしながら運転する、「ながらスマホ」について、道

路交通法で禁止されていること及びその危険性や交通事

故実態について広報啓発を推進します。

（７）後部座席を含めたすべての座席におけるシート

ベルトの正しい着用の徹底

シートベルトの着用効果及び正しい着用方法について

理解を求め、後部座席を含めたすべての座席におけるシ

ートベルトの正しい着用の徹底を図るため、広報やホー

ムページ で啓発活動を展開します。

（８）児童を含むチャイルドシートの正しい使用の徹

底

チャイルドシートの使用効果及び正しい使用方法につ

いて、 幼稚園、

保育園、認定こども園 等と連携した保護者に対す

る効果的な広報啓発・指導に努め、正しい使用の徹底を

図ります。
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なお、６歳以上であっても、 シ

ートベルトを適切に着用させることができない子どもに

は チャイルドシート

を使用させることについて、広報 啓発に努

めます。

（８）自転車の安全利用の推進

自転車が道路を通行する場合は、車両としてのルール

を遵守するとともに交通マナーを実践しなければなりま

せん。

自転車乗車中の交通事故防止や自転車の安全利用を促

進するため、「自転車安全利用五則」の活用や「北海道自

転車条例」に基づいた取り組みを推進し、交通安全教室

及び広報、ホームページ等で自転車の安全利用について

周知を行います。

また、「自転車運転者講習制度」の周知などにより、自

転車運転中の危険行為を行わないよう啓発を行います。

夜間における交通事故を防止するため、ライトの点灯の

徹底を図り、自転車への反射材の取り付けを促進します。

さらに、自転車利用については、歩行者と衝突した場

合には加害者となる側面も有しており、交通に参加する

者としての十分な自覚・責任が求められることから、そ

うした意識の啓発を図るとともに、ＴＳマーク制度など

の損害賠償保険への加入取り組みを強化します。

（９）デイ・ライト運動の一層の浸透・定着

日中の自動車運転時にヘッドライトを点灯するデイ・

ライト運動は、車両の存在を知らせ、また、デイ・ライト

を実施する運転者の交通安全意識を高める効果も認めら

れるため、広報、ホームページで周知するほか、成人向

けの交通安全イベント等で

周知を行います。

また、６歳以上であっても、体格等の事情により、シ

ートベルトを適切に着用 できない場合があ

るため、保護者に対し、チャイルドシートやジュニアシ

ートの重要性 について、周知 啓発を図

ります。

（９）自転車の安全利用の推進

自転車が道路を通行する場合は、車両としてのルール

を遵守するとともに交通マナーを実践しなければなりま

せん。

令和６年 11 月に施行された、自転車の「ながらスマ

ホ」の罰則強化、酒気帯び運転の罰則対象化に関する広

報啓発を推進するほか、交通事故防止のための基本的な

交通ルールの理解等を徹底する取組を推進します。また、

令和８年４月から交通反則通告制度（いわゆる「青切符」）

が施行されたことを踏まえ、次のとおり自転車の安全対

策を強化します。

・「自転車安全利用五則」の活用や「北海道自転車条例」

に基づいた取組を推進し、交通安全教室及び広報、ホー

ムページ等で自転車の安全利用について周知を行う。

・損害賠償責任保険等への加入促進のため、チラシや広

報による周知を行う。

・薄暮の時間帯から夜間における自転車事故を防止する

ため、ライトの点灯の徹底と、反射材の取り付けの促

進により、自転車の視認性の向上を図る。

・交通反則通告制度についての広報啓発を推進する。

・「自転車運転者講習制度」の周知などにより、自転車運

転中の危険行為を行わないよう啓発を行う。

（１０）デイ・ライト運動の一層の浸透・定着

日中の自動車運転時にヘッドライトを点灯するデイ・

ライト運動は、車両の存在を知らせ、また、デイ・ライト

を実施する運転者の交通安全意識を高める効果も認めら

れるため、広報、ホームページで周知するほか、保護者

が観覧する「こぐまクラブ」や親子連れ未就園教室にお

いても周知を行います。
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（１０）居眠り運転 の防

止活動の推進

事業所へのポスター掲示により、事業主、従業員の

注意喚起、 及び広報えべつ、市ホームペー

ジで 市民への周知を行います。

（１１）暴走族取締り対策の強化への協力

「北海道暴走族の根絶等に関する条例」を積極的に活

用する北海道警察の取り締まりキャンペーンに協力し、

同じく全道で行われる「不正改造車を排除する運動」に

も参画し、暴走族排除の機運を高めるよう努めます。

（１２）効果的な広報の実施

交通安全推進のための具体的な全国共通の目標を、広

報えべつ、市ホームページ、 ポスター

掲示、交通安全教室等で重点的に周知・啓発します。

家庭、学校、職場、地域が一体となっての交通

安全キャンペーンを、全市、全道、全国的に行うことで、

交通安全の重要性の社会的気運を高めます。

（１３）高齢者支援施策の推進

自動車等の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証

を返納しやすい環境の整備を図るため、関係機関が連携

し、運転経歴証明書制度等の周知を図ります。

（１１）居眠り運転及び妨害運転（あおり運転）の防

止活動の推進

事業所へのポスター掲示により 事業主や従業員に対

して注意喚起を促すとともに広報えべつや市ホームペー

ジにより市民への周知を行います。

（１２）新しい小型モビリティの安全対策

特定小型原動機付自転車については、ナンバープレー

トの取得が必要で免許が不要です。一方、ペダル付き電

動バイクについては、ナンバープレートの取得のほか、

その運転には運転免許が必要であるなど一般原動機付自

転車等に適用される交通ルールを遵守する必要がありま

す。

このような新しい小型モビリティの安全対策として、

関係事業者と連携して利用者に対して基本的な交通ルー

ルを周知するとともに、広報えべつ、市ホームページで

も周知を行います。

（１３）暴走族取締り対策の強化への協力

国土交通省及び自動車関係団体で構成する「不正改造

防止推進協議会」が中心となって実施する

「不正改造車を排除する運動」に

参画し、暴走族追放の気運を高めるよう努めます。

（１４）効果的な広報の実施

交通安全推進のための具体的な全国共通の目標を、広

報えべつ、市ホームページ、市公式ＬＩＮＥ、ポスター

掲示、交通安全教室等で重点的に周知・啓発します。

また、家庭、学校、職場、地域が一体となった 交通安

全キャンペーンを、全市、全道、全国的に行うことで、交

通安全に対する 社会的気運を高めます。

（１５）高齢者支援施策の推進

自動車等の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証

を返納しやすい環境の整備を図るため、関係機関が連携

し、運転経歴証明書制度等の周知を図ります。
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４ 交通安全活動支援

自治会、ＰＴＡ等が単独もしくは合同で小学校の登下校

時の交通安全を見守るための、自主交通安全活動が行わ

れています。交通事故などのない、安全で安心なまちづ

くりの促進を定めた「江別市犯罪及び交通事故のない安

全で安心なまちづくり条例 」

は、このような団体の連携体制の整備を市が行うことを

規定しています。

このため、団体相互及び団体と市が協働して交通安全

運動を行えるよう、安全安心講座等を開催し、情報提供

や意見交換等を行います。

４ 交通安全活動支援

自治会、ＰＴＡ等が単独もしくは合同で小学校の登下

校時の交通安全を見守るための、自主交通安全活動が行

われています。交通事故などのない、安全で安心なまち

づくりの促進を定めた「江別市犯罪及び交通事故のない

安全で安心なまちづくり条例（平成 23 年条例第６号）」

は、このような団体の連携体制の整備を市が行うことを

規定しています。

このため、団体相互及び団体と市が協働して交通安全

運動を行えるよう、安全安心講座等を開催し、情報提供

や意見交換等を行います。
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第３章 救助・救急活動の充実

救急関係機関相互の緊密な連携・協力関係を確保しつ

つ、救助・救急体制及び救急医療体制の整備を図ります。

特に、救急現場等におけるバイスタンダー（現場に居合

わせた人）による一刻も早い応急手当の普及等を推進し

ます。

１ 心肺そ生法等の応急手当普及啓発活動の推進

救急隊が現場に到着するまでの間にバイスタンダーに

よる適切な応急手当により、救命効果の向上が期待でき

ることから、市民に対して自動体外式除細動器（ＡＥＤ）

の取扱いを含む講習会等の普及啓発活動を推進します。

また、小・中・高・大学及び事業所を対象に応急手当指

導員または普及員を積極的に養成していくほか、救急要

請通報時における応急手当の口頭指導を推進します。

加えて、学校においては心肺そ生法等の応急手当につ

いての講習会のほか、１０歳以上の小学生に対する「救

命入門コース」を実施し、若年層からの応急手当普及啓

発と救急車利用の適正化についての意識付けを行いま

す。

２ 救急救命士の養成、配置等の促進及び研修体制の充

実

プレホスピタルケア（救急現場及び搬送途上における

応急処置）の一層の充実のため、救急救命士を含めた救

急隊員の養成に努め、救急救命士の処置拡大により可能

となった気管挿管、薬剤投与及び心肺停止前の重症者に

対する輸液処置等を円滑に実施するための研修・病院実

習等を行います。

併せて、救急救命士等の行う応急処置の質を保障する

メディカルコントロール体制の充実を図ります。

さらに、救助隊員及び救急隊員に必要な知識、技術の修

得及び向上に必要な教育研修体制の充実に努めます。

第３章 救助・救急活動の充実

救急関係機関相互の緊密な連携・協力関係を確保しつ

つ、救助・救急体制及び救急医療体制の整備を図ります。

特に、救急現場等におけるバイスタンダー

による一刻も早い応急手当の普及等を推進し

ます。

１ 心肺蘇生法等の応急手当普及啓発活動の推進

救急隊が現場に到着するまでの間にバイスタンダーに

よる適切な応急手当により、救命効果の向上が期待でき

ることから、市民に対して自動体外式除細動器（ＡＥＤ）

の取扱いを含む講習会等の普及啓発活動を推進します。

また、小・中・高・大学及び事業所を対象に応急手当指

導員又 は普及員の 養成

を推進します。

加えて、学校においては心肺蘇生法等の応急手当につ

いての講習会のほか、１０歳以上の小学生に対する「救

命入門コース」を実施し、若年層からの応急手当普及啓

発と救急車利用の適正化についての意識付けを行いま

す。

２ 救急救命士の養成、配置等の促進及び研修体制の充

実

プレホスピタルケア

の一層の充実のため、救急救命士を含めた救

急隊員の養成に努め、救急救命士の処置拡大により可能

となった気管挿管、薬剤投与及び心肺停止前の重症者に

対する輸液処置等を円滑に実施するための研修・病院実

習等を行います。

併せて、救急救命士等の行う応急処置の質を保障する

メディカルコントロール体制の充実を図ります。

さらに、救助隊員及び救急隊員に必要な知識、技術の修

得及び向上に必要な教育研修体制の充実に努めます。



160821-2100

26

第 11 次江別市交通安全計画 第 12 次江別市交通安全計画（素案）

３ 救助・救急施設等の整備の推進

円滑な救助活動の実施とともに救急救命士がより高度

な救急救命処置を行うことができるよう、救助用資機材、

高規格救急自動車、高度救命用資機材の整備を推進しま

す。

また、交通事故等緊急事態発生時に、負傷者を迅速か

つ安全に救急医療機関へ搬送するため、救急車両に信号

制御を行う現場急行システム（ＦＡＳＴ）の整備を推進

します。

併せて、高機能消防指令システムを活用し、災害通報

受付から出動指令、現場到着までの迅速化

を図るとともに、活動隊の的確な運用を推進しま

す。

３ 救助・救急施設等の整備の推進

円滑な救助活動の実施とともに救急救命士がより高度

な救急救命処置を行うことができるよう、救助用資機材、

高規格救急自動車、高度救命用資機材の整備を推進しま

す。

また、交通事故等緊急事態発生時に、負傷者を迅速か

つ安全に救急医療機関へ搬送するため、救急車両に信号

制御を行う現場急行システム（ＦＡＳＴ）の整備を推進

します。

併せて、札幌圏消防指令センターにおいて災害対応情

報を一元化することで、札幌圏消防機関の相互応援体制

の充実を図るとともに、活動隊の的確な運用を推進しま

す。
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第４章 被害者支援の充実

交通事故被害者等は、交通事故により多大な肉体的、

精神的及び経済的打撃を受けたり 、かけがえのない生

命を絶たれたりするなど、大きな不幸に見舞われており、

このような交通事故被害者等を支援することは極めて重

要であることから、交通事故被害者等のための施策を推

進します。

１ 交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

交通事故

被害者やその家族の支援のため、引き続き交通事故に関

する相談業務を市民相談室で行います。また、弁護士に

よる法律相談などを周知するとともに、北海道交通事故

相談所等の関係機関との連携を強め 、被害者の迅速・

適切な救済が図られることを目指します。また 、

交通事故被害者やその家族に心理的負担が生じ、カウン

セリングが必要な場合は、専門カウンセラーの相談窓口

を紹介するなどして、支援に努めます。

２ 交通遺児に対する経済的支援の周知

江別市交通事故等災害遺児手当支給条例

に基づき、交通事故で生計の中心となるもの

を失った遺児の扶養者に対して、遺児が高校を卒業する

まで養育手当を支給し、遺児の健全な育成を図ります。

また、この制度を周知し、遺児の扶養者がこの制度を充

分に活用できるよう努めます。

この他、独立行政法人自動車事故対策機構、公益財団

法人交通遺児等育成基金、公益財団法人交通遺児育英会

等の制度を周知し、利用の促進を図ります。

第４章 被害者支援の充実

交通事故被害者等は、交通事故により多大な肉体的・

精神的及び経済的打撃を受け、また、かけがえのない生

命が失われるなど、深刻な事態に直面しています。

このような交通事故被害者等を支援することは極めて重

要であることから、交通事故被害者等のための施策を推

進します。

１ 交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

江別市犯罪被害者等支援条例に基づき、 交通事故

被害者やその家族の支援のため、引き続き交通事故に関

する相談業務を市民相談室で行います。さらに、弁護士

による法律相談などを周知するとともに、北海道交通事

故相談所等の関係機関との連携を強化し、被害者の迅速

かつ適切な救済が図られることを目指します。このほか、

交通事故被害者やその家族に心理的負担が生じ、カウン

セリングが必要な場合は、専門カウンセラーの相談窓口

を紹介するなどして、支援に努めます。

２ 交通遺児に対する経済的支援の周知

江別市交通事故等災害遺児手当支給条例（平成 19 年条

例第１号）に基づき、交通事故で生計の中心となるもの

を失った遺児の扶養者に対して、遺児が高校を卒業する

まで養育手当を支給し、遺児の健全な育成を図ります。

また、この制度を周知し、遺児の扶養者がこの制度を充

分に活用できるよう努めます。

このほか、独立行政法人自動車事故対策機構、公益財

団法人交通遺児等育成基金、公益財団法人交通遺児育英

会等の制度を周知し、利用の促進を図ります。



160821-2100

28

第 11 次江別市交通安全計画 第 12 次江別市交通安全計画（素案）

第５章 踏切道における交通の安全

踏切事故は、長期的に減少傾向にありますが、ひとた

び発生すると多数の死傷者が発生する恐れがあり、十分

な安全対策が必要となります。

１ 啓発活動の実施

踏切事故の原因の多くが警報機の鳴っている踏切を渡

ったり、一旦停止を無視したりするなどの「無理な通行」

によるものであるため、市のホームページ等で踏切通行

に関するルールやマナーについての啓発を行い、事故防

止に努めます。

２ 効果的な対策の要望

自動車交通量の多い踏切道や歩道が狭隘な踏切道への

対策については、それぞれの踏切道の状況等を勘案して

必要に応じ、効果的な対策をＪＲ北海道に要望します。

第５章 踏切道における交通の安全

踏切事故は、長期的に減少傾向にありますが、ひとた

び発生すると多数の死傷者が発生する恐れがあり、十分

な安全対策が必要となります。

１ 啓発活動の実施

踏切事故の原因の多くが警報機の鳴っている踏切を渡

ったり、一旦停止を無視したりするなどの「無理な通行」

によるものであるため、市のホームページ等で踏切通行

に関するルールやマナーについての啓発を行い、事故防

止に努めます。

２ 効果的な対策の要望

自動車交通量の多い踏切道や歩道が狭隘な踏切道への

対策については、それぞれの踏切道の状況等を勘案して

必要に応じ、効果的な対策をＪＲ北海道に要望します。


